
介護サービス情報の公表制度に係る報告及び情報公表計画 

 

 

 

介護サービス情報の公表制度の施行のため、介護保険法施行令（平成 10年政令第 412 号。以下「令」とい

う。）第 37条の２の３第１項に規定する介護サービス情報の報告に関する計画を「介護サービス情報の公表制

度に係る報告及び情報公表計画」（以下「計画」という｡）として一体的に定める。 

なお、調査の実施については、別に定める調査の実施に関する指針により実施する。 

 

 

令和７年４月１日 

 

 

福岡県知事 服部 誠太郎 

 

 

１ 計画の基準日 

  令和７年４月１日 

 

２ 計画の期間 

  令和７年４月１日から令和８年３月 31日まで 

 

３ 対象となる介護サービス事業者 

  令和７年度に対象となるサービス（別紙）を提供する事業者のうち、その運営する事業所が次のいずれか

の要件を満たすもの 

（１）令和７年４月１日から令和８年３月 31 日までの間に、新たに介護サービスの提供を開始する事業所   

（２）計画の基準日前１年間における介護サービスに係る居宅介護サービス費、地域密着型介護サービス費、 

居宅介護福祉用具購入費、居宅介護サービス計画費、施設介護サービス費、介護予防サービス費、地域密 

着型介護予防サービス費又は介護予防福祉用具購入費の支給の対象となるサービス費の対価として得た 

介護報酬（利用者負担額を含む。） が 100 万円を超える事業所 

 

４ 情報の報告先、報告期限及び報告方法 

（１）報告先 

   福岡県保健医療介護部介護保険課監査指導第二係 

   〒812-8577 福岡市博多区東公園７番７号 

   ℡ 092-643-3319（ダイヤルイン） 

（２）報告期限 

   県が別に通知する期日まで 

（３）報告方法 

   ３の事業者（以下単に「事業者」という。）は、介護保険法（平成９年法律第 123 号。以下「法」とい

う。）第 115 条の 35第１項に規定する介護サービス情報（以下「情報」という。）を、原則としてインタ

ーネットにより介護サービス情報公表システムに接続し、当該システムに入力する方法により、報告する

ものとする。 

 

５ 情報の公表 

（１）情報の公表 

   県は、事業者から情報の報告があった場合には、その内容の確認を行い、速やかに公表するものとする。 

（２）情報の更新 

    事業者は県に報告した情報に変更があった場合は、その旨を県に報告するものとする。県は、事業者か

ら情報の変更の報告があった場合は、その内容の確認を行い、速やかに公表する。 

（３）是正命令を受けた事業者に係る情報の取扱い 



   法第115条の35第４項の規定に基づく報告内容の是正を命じられた事業者に係る情報について、県は、

調査等必要な確認を行った上で公表を行う。 

 


